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スクール・パリ協定プラス
アマゾン：
地球の肺だけではない役割
〜COP30注⽬点③〜
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COP30がベレンで開催される理由とは？

出典：BBC記事より地図イメージを転載しWWFジャパンにて⼀部改変（https://www.bbc.com/japanese/66447134）

 気候変動対策と⽣物多様性の保全における
森林保全の重要性を強調

 熱帯林の減少抑制と、先住⺠族の権利保護が
気候対策においていかに重要か

 アマゾン開催により、森林保全の必要性につ
いて象徴的なメッセージを発する狙い

開催国であるブラジルの狙い

アマゾン⽣態系

ベレン

先住⺠族の権利保護

熱帯林の減少抑制

気候変動の対策 ⽣物多様性の保全

森林保全

https://www.bbc.com/japanese/66447134
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ご説明の流れ

1. 世界における森林破壊の現状と国際動向
a. ⽣物多様性と森林
b. 森林と気候変動

2. ブラジルにおける森林破壊とCOP30



© Andre Dib / WWF-Brazil

世界における
森林破壊の現状と
国際動向
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⽣物多様性と森林
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気候変動だけでなく⽣物多様性もグローバルリスクに
環境課題への危機意識は年々⾼まっている

出典：世界経済フォーラム発⾏「グローバルリスク報告書2020年版」（マーシュジャパン／マーシュブローカージャパンによる翻訳）、世界経済フォーラム発⾏「グローバルリスク報告書2025」

異常気象

⽣物多様性の喪失と⽣態系の崩壊

地球システムへの重⼤な変化

天然資源の不⾜

◆ 2007年〜2020年の世界リスク（上位５つ）
⽣物多様性への危機感が上昇

◆2025年の世界リスク（10年スパン）
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⽣物多様性の保全は国際的に合意されている

2022年12⽉
CBD COP15での政治合意
昆明・モントリオール⽣物多様性枠組
（通称 GBF）

世界の政治リーダーの
ネイチャーポジティブへの
強い政治意志と⾼い政治⽬標
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2030年までの“ネイチャー・ポジティブ”達成を掲げる

⽣
物
多
様
性
の
指
標

出典：A Global Goal for Nature: Nature Positive by 2030  https://www.naturepositive.org/

ネイチャー・ポジティブ＝
2020年を基準に、2030年までに
⽣物多様性の損失をくい⽌め、
回復軌道へ向かわせる

◆⽣物多様性の回復に向けた⽬標
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⽣物多様性は危機的レベルの減少を続けている

「⽣きている地球指数（LPI）」は、種・個体群のサイズの変化率（減少割合）を⾒た指標。⼈に例えれば、世界各国の⼈⼝の減少率のようなもの。

陸、淡⽔、海など⾃然の中で⽣きる、脊椎動物(哺乳類、⿃類、両⽣類、爬⾍類、⿂類)の約4,400種、約21,000個体群を対象に、
個体群サイズの変動率から計算している。

1970年⽐で73％減少

出典：WWF「⽣きている地球レポート2024」
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森林を含む⽣息地の保全がもっとも重要な施策

出典：WWF「⽣きている地球レポート2020」

北⽶ 欧州・中央アジア 中南⽶・カリブ海 アフリカ アジア・太平洋

⽣息地の喪失・劣化
（⼟地利⽤・海域利⽤の変化） 過剰な採取 外来種・病気 汚染 気候変動

◆⽣物多様性に対して脅威をもたらす要因

52.5% 57.9% 51.2% 45.9% 43%
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森林と気候変動
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⼤規模な森林破壊が継続的に起きている

WWF報告書 「森林破壊の最前線（Deforestation Fronts）2021」

 「森林破壊の最前線」とは、森林が急速に消失、かつ今後も減少の危機にある森林。
 対象地域は、熱帯と亜熱帯地域に限定。
■2004年から2017年までに、世界の24ヶ所で4300万ヘクタール

（⽇本の1.2倍に相当）の森林が消失。

国連⾷料農業機関（FAO）Global Forest Resources Assessment 2020

■世界の森林⾯積︓約40億ヘクタール（地球の陸地の⾯積の約1/3）

■世界の⾃然林減少︓1990年以降、4億2000万haの森林が消失。

直近の５年間も年間約1000万ha (⽇本の4分の1)が減少

■アマゾン、東南アジア、アフリカなどの熱帯地域で急速な⾃然林減少

出典：http://www.fao.org/forest-resources-assessment/en/、https://www.wwf.or.jp/activities/activity/4547.html



13

南半球を中⼼として24の地域における破壊が深刻

出典：WWF報告書「森林破壊の最前線（Deforestation Fronts）2021」



森林破壊は気候変動の悪化にもつながる
◆⽣態系サービス（＝⽣物多様性を基盤とする⽣態系から受け取る恵み）

 「⽣態系サービス」は、全てについて値段がついておらず概して「当たり前」に享受している
 森林破壊によって、気候調整の機能がどのように阻害されるか、質的・量的な観点から次⾴以
降で説明

調整
サービス

供給
サービス

⽣育・⽣息地
サービス

⽂化的
サービス

観光
教育

レクリエーション
想い出

繁殖・⽣息・⽣育の環境
遺伝的多様性の維持

進化の場

⾷料や⽔
⽊材などの材料
薬や遺伝資源

⼤気の質
気候調整
⽔量・⽔質

⼟砂災害の抑制
花粉の媒介

出典：環境省⽣態系と⽣物多様性の経済学を基に⼀部改変

14
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炭素排出に加えて吸収阻害という⼆重の悪影響を⽣む

⼤気中の炭素

⼟地利⽤変化がない場合 ⼟地利⽤変化が発⽣した場合
（森林破壊を含む）

⼤気中の炭素

＋：⾃然⽕災や⽊の枯死による排出
−：光合成による吸収

＋ －
＋：固定されていた炭素の排出
−：吸収量の減少が発⽣

森林破壊は、排出量の増加と吸収量の減少という⼆重の悪影響をもたらす

◆森林（およびその他の⾃然環境）による排出・吸収

－＋

質的な観点
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森林による炭素の吸収・排出量は⼆⼤国に相当

森林による吸収量（年間）：

出典：Our World in Data “Who emits the most CO2?” (2019) 、 Global Carbon Budget (2024)

◆国別のCO2排出量（年間）

森林破壊による排出量（年間）：

約11.7 Gt CO2
（⇔中国の排出量11.9Gt）

約4.0 Gt CO2
（⇔⽶国の排出量4.9Gt）

補⾜) 森林による吸収、排出量は1 GtC=3.67 Gt CO₂として換算
森林における年間の排出・吸収量は2014-2023年の10年間における平均値を使⽤。左図内に記載されている排出量は2017年時点

量的な観点



エネルギーシステム

33%

産業

24%

農業森林⼟地利⽤

22%

交通

15%

建物

6%
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世界におけるGHG排出量の約10%は森林破壊に起因

農業森林⼟地利⽤*セクターのポイント

農業森林⼟地利⽤セクターからのGHG排出は
世界の総排出量のうち約20％を占める。特に
このセクターからの排出の45％が森林破壊に
よるものと⾔われている。

このセクターは排出源でもあると同時に吸収
源でもある。

さらに森林は⾷料供給、資源供給や⽣物多様
性保全にも重要な役割を担う。

出典：IPCC AR6

森林破壊
に起因

（内、9.9%）

◆世界におけるセクター別の温室効果ガス排出割合

* 英語名はAFOLU（Agriculture, Forestry, and Other Land Use）

量的な観点
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ネットゼロ実現に20年先⾏して森林破壊ゼロが必達

森林の炭素は約6割が地表および地中に存在 森林破壊後も地表・地中から20年間の排出が続く

⼟壌
有機物

リター
（枝葉等）

枯死⽊

植⽣
バイオマス

20年間の排出地上

地表／
地中

森林
被覆減少

排出の
配分

出典：FAO FRA 2020およびSBTi FLAG Guidanceより⼀部改変

◆森林における炭素貯留の割合（2020年） ◆森林破壊ゼロと排出量減少の関係性（SBTi-FLAGより）
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参考：森林破壊の要因となる農業

農地拡⼤
50%家畜放牧

38%

都市インフラ開発
6% その他

6%
世界の森林破壊のスピードは減少している
が、南⽶、南アジア、東南アジアの熱帯⾬
林では引き続き⾼い割合で森林破壊が発⽣
している。

森林破壊の最⼤の原因は森林の農地転換、
家畜の放牧地の転換であり、全体の約88％
を占める。

地域によって森林破壊の原因は異なる。ア
ジア・アフリカは農地転換、南⽶は家畜放
牧が最⼤の原因。

出典： FAO Global Remote Sensing Survey (2021)を基にWWFジャパン作成

◆世界における森林破壊の要因（2000〜2018年）
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参考：森林破壊の要因となるコモディティ

36.7%
4510万ha

6.6%
810万ha

41.5%
5110万ha

1億2300万
ha

パーム油

8.5%
1050万ha

6.7%
820万ha

⼤⾖

カカオ
天然ゴム
コーヒー
⽊質繊維

その他

⽜⾁

◆コモディティ別の農畜産業を原因とする森林破壊（2001〜2015年）

出典： Goldman et al.（2020）

7⼤コモディティ

補⾜）グラフ対象は森林のみ（草原や湿地など、森林ではない環境を含まない⾯積）
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参考：⽇本による輸⼊を通じた海外への依存

パーム油 ⼤⾖⽜⾁ カカオ 天然ゴム

出典：農林⽔産省、⽇本植物油協会、公益財団法⼈⽇本海事センターの統計資料を基にWWFジャパン作成

◆主要コモディティの国内消費において海外輸⼊が占める割合

海外へ依存しているからといって、森林破壊リスクがあるとは限らない。
原産地の確認をすることで、企業は⾃社の原料調達におけるリスクを把握できる



© Andre Dib / WWF-Brazil

ブラジルにおける
森林破壊とCOP30



14.0
11.2

4.5
2.0 1.7 0.9
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アマゾンよりも⼤規模な森林破壊がセラードで進⾏

出典：PRODESデータを基にWWFジャパン作成

PANTANAL
パンタナール

CERRADO
セラードAMAZON

アマゾン

ATLANTIC FOREST
アトランティック
フォレスト

CAATINGA
カティンガ

PAMPA
パンパ

◆ブラジルに分布する6つのバイオーム ◆バイオーム別森林破壊の累計⾯積（’09-’23年）

[百万ha]
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アマゾンの森林破壊は⼤⾖モラトリアムで減少傾向
◆ブラジル領アマゾンにおける森林破壊の推移

出典： INPEデータを集計したMongabay記事より引⽤（https://news.mongabay.com/2023/11/deforestation-in-the-brazilian-amazon-falls-22-in-2023/）

⼤⾖モラトリアム
適⽤開始

ルラ⼤統領（第三次政権）：
2030年までの森林破壊ゼロを公約

• 2008年の⼤⾖モラトリアム*適⽤
開始により、ブラジル領内アマゾ
ンの森林破壊は⼤幅に減少

• ボルソナロ政権中の負の施策（環
境保護機関の予算カット、違法伐
採の罰⾦削減、保護監視スタッフ
の解雇）により⼀時増加

• 2023年、ルラ⼤統領が再任され森
林破壊は反転し減少

凡例：各期間の政権

* ⼤⾖モラトリアム：2006年に開始された企業による⾃主的取り組みで、ブラジルの主要⼤⾖取引企業（Cargill、Bunge、ADM等）が「2008年7⽉以降
にアマゾンで伐採された⼟地で⽣産された⼤⾖を買わない」旨を約束。各州で署名企業に対する税制優遇が法制化

[km2]

https://news.mongabay.com/2023/11/deforestation-in-the-brazilian-amazon-falls-22-in-2023/
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参考：アマゾンの森林破壊は不可逆点を迎える間近

出典：Abiove（2024年）”Soy Moratorium Zero Deforestation in Amazon”を基にWWFジャパン作成

0.5% 1.7%
15.5%

82.3%

◆アマゾンの⼟地利⽤・被覆の状況（2022年時点）
⼤⾖畑

（⼤⾖モラトリアム違反）
⼤⾖畑
（⼤⾖モラトリアム遵守）

⾃然植⽣*

牧草地または
耕作放棄による⼆次林

0.5% 1.7%

4億1800万
ha

開拓された⼟地
計17.7%

• ブラジル領内アマゾン（約4憶ha）の
うち、約8割は⾃然植⽣*として残って
おり、17.7%が開拓されている

• そのうち、牧草地（⼆次林含む）が⼤
半を占める

• ⼤⾖畑として使われているのは数％で
あり、⼤⾖モラトリアム違反は全体
1%に満たない（25万ha）

• アマゾン保全のためには⼤⾖モラトリ
アムを今後も遵守し、かつ近年では⼤
⾖モラトリアムを撤回する動きがある
ため、⼤⾖モラトリアムの存続が重要

* 河川や岩場、森林以外の⾃然環境を含む

3億4590万ha

7243万ha

6515万ha

703万ha25万ha

Nature紙の論⽂：
アマゾン森林破壊の
不可逆的な臨界点は20%
（＝Tipping Point）
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⼤⾖モラトリアムがセラードへの⽣産移転を誘発
◆⼤⾖農場の拡⼤（累積）と⼟地転換（単年）（百万ha）

出典： MapBiomas、PRODESを基にしたWWF Brazil作成資料を和訳
（右軸）

⼤⾖モラトリアム以降、
セラードの開拓⾯積が
アマゾンを上回る

セラード⼤⾖
農地⾯積（左軸）

アマゾン⼤⾖
農地⾯積（左軸）

アマゾン
森林破壊
（右軸）

セラード
⼟地転換
（右軸）

（左軸）

⼤⾖モラトリアム
適⽤開始
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参考：セラード開拓は⼤⾖畑・牧草地が主因

出典：Serasa Experian S.A.（2024年）” Agribusiness. Soy Expansion Dynamics from 2014 to 2023”を基にWWFジャパン作成

11.7%
10.6%

9.8%

12.1%

3.6%

52.3%

◆セラードの⼟地利⽤・被覆の状況（2023年時点）

⾃然植⽣*

1億9845万
ha

開拓された⼟地
計47.7% • セラード（約2憶ha）のうち、半分は

⾃然植⽣*として残っており、残り半
分は開拓されている

• そのうち、⼤⾖畑による開拓が農業⽤
途としては最も⼤きい

• ⽇本も⼤⾖やその裏作であるとうもろ
こしをセラードから輸⼊しているため、
環境負荷に加担している可能性がある

* 河川や森林以外の⾃然環境を含む

1億0386万ha

9459万ha

⼤⾖畑

2315万ha

牧草地

2096万ha

綿・さとうきび等

1941万ha 耕作放棄地

2395万ha

保護区内711万ha



© David Bebber/ WWF-UK

137億トンの炭素を貯留
セラード全体で⽇本の12年分の排出量に匹
敵する量をストック。
この2/3は地下に蓄えられている

137億トンの炭素を貯留
セラード全体で⽇本の12年分の排出量に匹
敵する量をストック。
この2/3は地下に蓄えられている
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多くの固有種である動植物が危機にさらされている

© Martin Harvey/WWF-Canon
© Photocech/iStock/Getty Images Plus

© Zig Koch / WWF

© naturepl.com / Nick Garbutt / WWF

© Bruce D. Taubert © Silas Ismael / WWF-Brazil

セラードでは、約2,400種の脊椎動物のうち約2割、約12,000種の植物のうち約3割は固有種とされる

© Fernando ZARUR / WWF

© Bento Viana / WWF-Brazil
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まもるべき森林はアマゾンだけではない
しかし、象徴的なアマゾンすら

守れないようであれば
他の森林もまもることはできない

© Luis Barreto / WWF-UK
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COP30 森林関連の⾒どころ
■ TFFF（Tropical Forest Forever Fund）の創設と資⾦動員

• ブラジル主導で提案されている熱帯林保全のためのグローバルファンド
• アマゾン、コンゴ盆地、東南アジアなどの熱帯林⼤国の連携が進む可能性

■先住⺠族・地域コミュニティの権利と参加
• 「配慮する」だけでなく、森林保全の実践者としての先住⺠族・地域コミュニティの役割の主流化
• TFFFでも、資⾦の⼀部を地域主導のプロジェクトに配分する仕組みが検討中

©WWFジャパン

ブラジルでは、先住⺠族のコミュニティがその知識を活かして在来種の種を採取し、
劣化した⾃然を再⽣させる取り組みを政府やNGO、⺠間企業等の協⼒により推進
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参考：TFFFの概要

出典：ロイター通信記事（25年9⽉24⽇）を引⽤、TFFFコンセプトノートv3.0を基にWWFジャパン作成

ブラジル政府は最初の出資国として、
10億⽶ドルの出資を発表（2025年9⽉）

◆TFFFに関する概要
2023年のCOP28（ドバイ）でブラジル政府が提案し、
COP30での正式⽴ち上げを予定

背景

世界の熱帯・亜熱帯湿性広葉樹林（TSMBF）の
保全・回復を恒久的な形で財務的に⽀える

⽬的

1,250億⽶ドル⽬標額
公的資⾦と⺠間資⾦のブレンデッドファイナンス（スポン
サー資本の250億⽶ドル＋債権発⾏の1,000億⽶ドル）

調達⽅式

調達原資の投資運⽤から得られる利息や収益部分を原資に、
予測可能・恒久的な⽀払いを⾏う

⽀払原資

「森林維持報奨⾦」として保全された森林（Standing
Forest）や回復林（Restored Eligible Forest）の⾯積を
ベースに毎年実施。⽕災劣化や森林損失の場合は減額

⽀払⽅法

熱帯林国に指定された国々（ブラジル、インドネシア、コ
ンゴ⺠主共和国、コロンビア、マレーシア、ガーナ等）

受益国

⽀払い全体の最低20%を先住⺠・地域コミュニティへ
直接分配する

先住⺠保護



33

WWFパビリオン主催“Forest Action Day”

出典：WWF発⾏ポリシーブリーフ、内部資料を基に作成

• 例年通り、WWFはCOP開催地でWWFパビリオン（通称、
パンダハブ）を設置します

• 第⼆週（11⽉16⽇週）には、森林破壊・⼟地転換フリー
デー（通称、DCF Day=Deforestation Conversion Free
Day）として森林保全をテーマとしたイベントを実施し
ます。
 森林保全に向けた、①消費国、②⽣産国、③政策
⽴案、④ファイナンス、⑤トレーサビリティ、⑥
⼈権の観点からセッション開催を予定

 森林回復活動についても同様のイベントを企画中
• また、COP全体で森林保全をテーマにしたForest Action

Dayの設置を提案中です。
• COPへ参加される際には、ぜひWWFパビリオンへお⽴ち
寄りください。イベントのライブ配信については調整中
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